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センター長 佐無田光 

当センターの目的と体制 
 地域政策研究センターは、前身である金沢大学旧経済学部の地域経済情報センターを土

台として、金沢大学第二期中期計画のもとで人間社会研究域附属の拠点研究機関として

2011 年 2 月に発足し、今年度で 8 年目となる。 
 当センターは、地域の発展・再生のための政策研究を推進している。現代のグローバル経

済の下で地域の経済社会が困難に直面している諸課題に対し、地方自治体や企業、地域の諸

団体、大学内外の諸機関と連携しながら、人文・社会科学の専門性を活かして解決策を提示

するとともに、地域再生の道筋に向けた政策科学の理論を構築し、これらの研究を通じて、

金沢大学の立地する地元北陸における地域問題の改善や地域の発展に寄与することを目的

としている。地域再生は総合的な政策課題であり、研究面においても学際的な連携が必要な

ことは言うまでもないが、地域政策研究センターではとくに、技術的解決策だけでは困難な

要素、すなわち、担い手の形成、社会的調整と合意形成、協働のメカニズム、事業戦略、財

源配分、社会的制度（ルール）のあり方、歴史的・文化的背景、といった人文・社会科学的

領域の問題に焦点を当てている。 
 地域政策研究センターは、2019 年現在、金沢大学人間社会研究域に所属する 1 名のセン

ター専任教員と 13 名の兼任教員、５名の客員研究員および 2 名の協力教員から構成されて

いる（後掲のセンター構成教員の一覧を参照）。センターの業務を円滑に進めるため、外部

資金で事務補佐員 1 名を雇用している。今年度の異動として、長年センターに貢献されて

こられた西村茂金沢大学名誉教授が 2018 年 3 月に定年退職されて、センターの客員研究員

となり、同年 4 月に赴任された金間大介准教授（専門はイノベーション論）を新たにメンバ

ーに加えた。なお、小澤准教授は、今年度は産休・育休のため活動していない。 
 研究域附属センターには、規程によって、研究域長を議長とするセンター運営会議とセン

ター長を議長とするセンター会議が置かれている。センター運営会議はセンターの運営方

針、センター長およびセンター教員の選考、予算・決算、将来計画、中期目標・中期計画・

年度計画の策定及び事業報告書の作成等の事項を審議する研究域の議決機関である。セン

ター会議は全てのセンター教員をもって構成され、センターの活動に関する合意形成の場

である。地域政策研究センターでは、センター会議内にセンター運営委員会を設けて日常業

務に機動的に対応することで、全体会議は必要最低限に留めている。運営委員会は、センタ

ー長、副センター長、センター専任教員（1 名）、事務補佐員の 4 名で構成され、業務の進

捗管理を行っている。 
 現在進行中のプロジェクト（研究会を含む）は後述するように 8 つあり、プロジェクトご

とに外部資金を獲得したりセンター内外の組織・人員と連携したりして、独自に研究会や研

究事業等を推進している。各研究プロジェクトは、センター内に閉じられているわけではな

く、センター教員を中心にして、大学内外の研究者や地域のアクターを組み込んで組織して

いるところが特徴的である。研究プロジェクト相互の情報共有や有機的な連携を図るため、
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センター会議の場を利用して、定期的に研究会代表者会議を実施するとともに、センター公

開研究会を定例化して、調査研究成果をオープンに議論する場を設けている。また、多様な

ステークホルダーの意見を聴き運営に反映させるために、連携自治体や学外の研究者を招

いた「アドバイザリーボード兼地域ステークホルダー会議」を隔年で開催している（次回の

開催予定は 2019 年度）。 
 

地域政策研究センターの中間評価と研究体制 
 発足から 7 年が経過したことを受けて、規程に沿って研究域附属研究センターの 7 年度

目中間評価が行われた。地域政策研究センターの評価結果は 6 段階で C であり、前回（5 年

目）の D からやや改善した。前回の中間評価を受けて、この 2 年間で組織・運営体制の再

編成を進めたこと、国際シンポジウムを開催して、国内外の研究ネットワークを構築・強化

したことなどが評価された。一方で、「再編後 2 年しか経っていないこともあり、研究グル

ープの形成とその研究成果が見えてこない。今後はグループごとに共同研究としての研究

成果をいかに出していくかが課題である。さらに、全国レベル、世界レベルを見据えながら

の質の高い研究成果を期待する」と指摘された。また、将来計画について、「地域振興、地

方創生に資する政策提言、政策誘導などの観点から大学が取り組むべき研究を絞りこむ必

要がある。金沢大学でしかできないテーマや観光学なども検討する」よう要望された。 
 
 ここで評価されたように、地域政策研究センターでは、2010 年代前半に取り組んできた

「過疎・高齢化の進む条件不利地域における地域再生ないし地域の維持可能性に資する政

策統合」の研究成果の達成状況を踏まえ、2016 年度に新たな研究体制を検討し、2017 年度

より重点研究テーマを「地域からの社会的制度の再設計に関わる地域政策デザインの研究」

に変更して共同研究体制を再編し、それに対応する以下の 3 つの共同研究グループを編成

した。 
 （1）地域の雇用問題・人材育成の制度に関する研究（地域雇用グループ） 
 （2）地域の福祉・コミュニティの制度に関する研究（地域福祉グループ） 
 （3）地域資源を活用する制度・組織に関する研究（地域資源グループ） 
 これらを地域一体的、相互補完的、政策統合的、同時解決的に取り組むことを課題として、

上記 3 部門を横断的に連結させていくために、全体にかかわる以下の 3 つの基本視角を設

定して各研究会の課題と組み合わせている。 
 （i）エビデンス（統計解析）に基づく地域政策デザイン 
 （ii）地域からの政策形成プロセス（歴史研究、社会実装型政策研究） 
 （iii）グローカル分析（国際経済動向の影響、国際比較アプローチ）。 
 
 これらを基本体制としつつ、本年度（2018 年度）においては、「教員配置計画」に基づく

研究課題グループの再編成を行った。学外者には少々分かりにくいかもしれないが、地域雇

用・地域福祉・地域資源の 3 グループが地域政策研究センター内の共同研究体制であるの

に対して、研究課題グループの方は、教員配置計画すなわち人事計画と連動する本学独自の
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制度で定められた組織であり、センターの枠を超えて、全教員が対象となっている。 
 これまでの教員配置計画においては、地域政策研究センターは、異分野融合研究の主要研

究課題の 1 つ「グローバル経済下における地域システムの再編成、社会的リスク、および地

域再生に関する研究」のグループを 1 つだけ構成してきた。2018 年に教員配置計画と研究

課題グループの制度は全学的に見直され、法人主導（トップダウン）型研究課題と、部局主

導（ボトムアップ）型研究課題が新たに設定された。従来は、1 人の教員がいずれかの主要

研究課題グループのコアメンバーとして１つだけ所属するという原則があり、教育カリキ

ュラムを考慮する学類単位の形式的な研究課題グループが優先される中で、ほぼ兼任教員

で組織される地域政策研究センターでも、学類の人事に縛られて形式的な研究課題グルー

プの形成にとどまっていた。それに対して、今回の教員配置計画の見直しに伴い、各学類・

各系と相談の上、学類の教育体制とも連動する形で、以下の通り、複数の具体的な研究課題

グループを立てることになった。 
 （a）法人主導（トップダウン）型研究課題「地域包括ケアシステムの推進を目指した学

際研究：地域特性データ解析に基づく予防型政策デザインの共創的研究」（プロジェクトリ

ーダー：佐無田光、コアメンバー：寒河江雅彦、武田公子、他６名、協力教員：村上慎司、

他 7 名） 
 （b）部局主導（ボトムアップ）型研究課題「持続可能性の実現に向けた包括的地域再生

ガバナンスの領域融合的研究」（プロジェクトリーダー：菊地直樹、コアメンバー：佐無田

光、碇山洋、市原あかね、他 2 名、協力教員：丸谷耕太、他 3 名） 
 （c）部局主導（ボトムアップ）型研究課題「観光と地域文化・コミュニティの相関に関

する分野横断的研究」（プロジェクトリーダー：丸谷耕太、コアメンバー：他 6 名、協力教

員：佐無田光、菊地直樹） 
 （d）部局主導（ボトムアップ）型研究課題「福祉・雇用の社会的決定要因に対するロー

カル・コミュニティ・ケイパビリティ研究」（プロジェクトリーダー：村上慎司、コアメン

バー：森山治、小澤裕香、武田公子、他 2 名、協力教員：眞鍋知子、尹一喜、他 2 名） 
 （※なお、人間社会研究域全体では 28 の部局主導（ボトムアップ）型研究課題が設定さ

れている。上記は地域政策研究センターがプロジェクトリーダーとして関わる研究課題グ

ループだけを挙げたものであり、上記に名前の記載がない者を含めてこれ以外の研究課題

グループにもセンター教員は適宜関わっていることを付記しておく。） 
 このうち（a）は、地域福祉グループの「地域包括ケアとエリアマネジメント」研究会が

母体となって、人社・医薬・理工の異分野横断の研究グループを組織したものである。（b）
は地域資源グループを基礎に宮本文庫研究会と経済学経営学系のメンバーを加えて組織さ

れ、（c）は同じく地域資源グループと地域創造学類の観光学・文化資源コースのメンバーの

融合で組織された。（d）は地域雇用グループと地域創造学類の福祉マネジメントコースのメ

ンバーを融合して組織された。いずれも地域政策研究センターのセンター教員がプロジェ

クトリーダーを務めている。センターに 1 つの研究課題グループであった状況とは異なり、

（a）以外は、比較的新任の教員や若手がリーダーとなって、責任を負うとともに、次世代

の研究プロジェクトを中心的に担っていってもらうべく、コアメンバーや協力教員がそれ
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を支援する体制をとっている。 
 
研究グループの活動 
センターの研究活動は、個人研究と共同研究によって進められる。個人研究については、

「Ⅵ．スタッフの個別研究活動と成果」で報告する。 
3 つの共同研究グループは、それぞれいくつかの研究プロジェクトないし研究会を組織し

て活動している。現在アクティブな研究会は、それぞれのグループに 2 つずつあり、その他

に領域横断的な研究会が 2 つ、計 8 つの研究会が展開している。詳しくは各章で報告する

が、ここでは 3 つのグループごとに研究会活動の概要を述べておく。 
 
①地域雇用グループでは、中間的労働市場研究会と介護労働研究会の 2 つの研究プロジ

ェクトを推進している。 
中間的労働市場研究会は、科学研究費補助金（基盤 B）「条件不利性を抱える人々に向け

た『中間的労働市場』創出の可能性に関する国際比較」（代表：武田公子、2016〜19 年度）

の 3 年度目である。今年度はドイツ、韓国、函館市、加賀市などの各国・各地域の調査や国

際比較論の研究を進めた。2018 年 5 月 12 日には明治学院大学の米澤亘准教授を招いて第

1 回センター公開研究会を、6 月 23 日にはスウェーデン調査等の報告を兼ねた第 2 回セン

ター公開研究会を開催した。（中間的労働市場研究会の活動内容はニューズレター

CURES113 号に掲載した。本年報の「Ⅱ（1）．中間的労働市場研究会」も参照されたい。） 
介護労働研究会は、2015 年から 17 年度に進めてきた科研費（基盤 C）のプロジェクト

が終了し、今年度はプロジェクトの再起動期間であったが、2018 年 12 月に一般財団法人

全国勤労者福祉・共済振興協会の助成金に採択され、研究課題名「超高齢社会を支える介護

保障システムの構築－日韓介護保険制度と担い手の比較研究－」（代表：森山治、2018〜19
年度、100 万円）として、年度末に韓国調査などを行った。年度終盤からの再始動であった

ため、この詳細は来年度の報告書に掲載する。 
 
 ②地域福祉グループは、「地域包括ケアとエリアマネジメント研究会」（ケアエリア研）と、

これと関連する買い物難民対策プロジェクト、そして「金沢市町会連合会調査」の大きく 3
つの活動から構成される。このうち眞鍋知子教授が取り組んでいる「金沢市町会連合会調査」

については、次年度にまとめて報告を掲載する。 
 ケアエリア研は、理工、医薬、人社の研究者が連携・分担した異分野融合の研究プロジェ

クトである。2015 年度より日本学術振興会の「課題設定による先導的人文学・社会科学研

究推進事業（実社会対応プログラム（公募型研究テーマ））」（代表：佐無田光、2015〜18 年）

の採択を受けて研究活動に取り組んできたが、最終年度に当たって、これまでの研究成果を

取りまとめて編集し、2019 年 3 月にミネルヴァ書房より、佐無田光・平子紘平編著『地域

包括ケアとエリアマネジメント －データの見える化を活用した健康まちづくりの可能性』

として出版した。また、文部科学省の「地（知）の拠点整備事業」の成果を継承する形で、

2018 年 6 月、金沢大学先端科学・イノベーション推進機構（現・先端科学・社会共創推進

─  4  ─



 

機構）の研究部門内に「共創型研究支援プロジェクト」が設置されたが、ケアエリア研は共

創型研究支援プロジェクトの第 1 弾として選定され、9 月 26 日に共創型研究支援プロジェ

クトのキックオフシンポジウムを金沢大学本部棟 6 階会議室で開催した。さらに、前述の

ように、金沢大学の「法人主導（トップダウン）型研究課題」に申請し、2 年間 926 万円の

事業として 12 月に採択された。これを受けて、羽咋市・日本電気・金沢大学による三者連

携のプロジェクトを軸に、（１）健康の地域特性データの「見える化」システムの開発と地

域福祉政策への利用、（２）高齢者データのまちづくりへの展開、（３）地域の医療・介護経

済との「見える化」と EBPM（Evidence-Based Policy Making）の実装といった研究活動

を進めている。（これらの概要は、本年報の「Ⅲ（1）．地域包括ケアとエリアマネジメント

研究会」を参照されたい）。 
 買い物難民対策プロジェクトは、ケアエリア研と連動した研究活動である。旧研究グルー

プの「行政資源へのアクセス保障グループ」の活動を継承し、羽咋市との共同研究「国保デ

ータベース・後期高齢者データベースなどを活用した地域の健康まちづくりのための調査

研究」（代表：寒河江雅彦）の一環として、今年度客員研究員となった西村茂金沢大学名誉

教授が中心となって、過疎化の進む条件不利地域の公共交通政策を地域福祉の観点から研

究している。（本年報の「Ⅲ（2）．買い物難民対策プロジェクト」を参照されたい。） 
 
 ③地域資源グループは、今年度に立ち上げられた北陸グリーンインフラ研究会と、リス

ク・レジリエンス研究会を中心に活動している。 
 地域政策研究センターでは、日本学術振興会学術システム研究センターの学術動向調査

委託を受けた「人文学的地域研究における新たな潮流と展開」の調査の一環として、3 年連

続で国際シンポジウムを開催してきたが、昨年度開催した国際シンポジウム「暮らしと自然

と文化的景観」を引き継いで、2018 年 8 月 30〜31 日に国際シンポジウム「都市景観をグ

リーンインフラから考える－金沢市における活用と協働－」を開催した。本事業は、菊地直

樹准教授が中心となってコーディネートし、金沢市の景観政策 50 周年と関連する形で、金

沢市景観政策課と連携して実現した。日本でグリーンインフラ論をリードしている主要な

メンバーと韓国、イタリア、フランスの専門家を招き、金沢市の他に、昨年に引き続いて国

連大学サステイナビリティ高等研究所いしかわ・かなざわオペレーティング・ユニット、エ

コロジカル・デモクラシー財団と共催し、環境省中部地方環境事務所、石川県、石川県立大

学、グリーンインフラ研究会、認定 NPO 法人趣都金から後援をいただいた。（国際シンポ

ジウムの概要はニューズレターCURES114 号に収録した。概要は本年報の「Ⅳ（1）．国際

シンポジウム報告『都市景観をグリーンインフラから考える』」にも掲載。別途報告書も発

行）。このシンポジウムをきっかけに、ネットワークを継続して発展させていくために北陸

グリーンインフラ研究会を立ち上げ、シンポジウムの成果をブックレットとして出版した

（菊池直樹・上野裕介編著『グリーンインフラによる都市景観の創造− 金沢からの「問い」』

公人の友社、2019 年 3 月）。年度末には、第 1 回の北陸グリーンインフラ研究会を金沢で

開催した（2019 年 3 月 24 日）。 
 リスク・レジリエンス研究会は、市原あかね教授が中心となって、今年度 4 回研究会を開
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催し、来年度は国際シンポジウムを開催する予定で準備を進めている。年度末の 3 月 26 日

には、立命館大学から佐藤春吉教授を招いて、批判的実在論に関する合同研究会を開催した。 
 地域資源グループに関連した活動として、中間評価でコメントのついた「観光学」に関す

る研究拠点化の検討を進めた。2018 年 12 月 27 日に和歌山大学国際観光学研究センターを

訪問し、センターの運営等についてご教示いただいた。国際観光学研究センターでは、特別

主幹教授というポストを置いており、実績のある外国の大学の研究者が 1 年に数週間程度

大学に滞在し、講義の開講、研究会の開催、研究員（テニュア・トラック）の指導といった

業務にあたることで研究活動の活性化を図る制度になっている点は大変示唆的であった。

（本年報の「Ⅳ（2）．和歌山大学国際観光学研究センター視察報告」を参照）。また、これ

と関連して地域政策研究センターでは、観光研究者との連携を深めるために、富山大学で開

催された第 9 回北筑地域政策研究フォーラム（2019 年 3 月 9 日）に北陸観光研究ネットワ

ークのメンバーを交えて、観光のセッションを行った。さらに来年度に向けて、観光人材育

成に焦点を当てて、地元の観光産業とのネットワークを開拓し、中小企業庁補助金の申請準

備を進めている。 
 この他に、今年度メンバーに加わった金間大介准教授が第 3 回センター公開研究会で報

告（「地域の産業競争力を占う：消費の多様化と高付加価値化」）を行った（2018 年 11 月

27 日）。関連して、弁護士知財ネット（農水法務支援チーム）主催で開催された「北陸地域

における農水知財セミナー：次世代につなぐ －やる気がでる経営への農水知財サポートと

は－」（2019 年 1 月 11 日）に金間准教授が協力し、地域政策研究センターが共催した。ま

た、旧研究グループの「6 次産業グループ」が取り組んできた七尾市産業・地域活性化懇話

会の「地域内経済循環と 6 次産業化」分科会が昨年度終了したことを受けて、七尾商工会議

所 6 次産業化プロジェクト特別委員会の主催する報告会「七尾における水産６次産業化の

検討と今後の展開 －“6 次産業化による地域内経済循環と新事業創出”の可能性」（2018 年

6 月 29 日）で佐無田が報告を行った。年度末には、地域資源グループの研究成果を発表・

意見交換する第 5 回センター公開研究会を開催し、丸谷耕太助教、菊地直樹准教授、佐無田

が報告した。（本年報の「Ⅶ．研究の交流と社会還元」を参照）。 
 
 ④その他の領域横断的なテーマとして、宮本文庫研究会と国際経済研究会の 2 つの研究

会を展開している。 
 宮本文庫研究会は、科学研究費補助金（基盤 B）「宮本憲一氏収集資料を活用した環境政

策形成史に関する研究」（代表：碇山洋、H29～31 年度）の採択を受け、日本の地域政策・

環境政策の形成過程を検証するための資料の整理と研究を進めている。今年度は、書誌の形

になっていない資料類約 600 箱を一覧表にする作業を行うとともに、金沢で第 3 回の宮本

文庫研究会を開催した（2019 年 1 月 27 日）。また、宮本文庫研究会は日本環境会議の研究

プロジェクトとしても位置づけられていることから、研究会の前日の 1 月 26 日に日本環境

会議主催の一般公開セミナー「公害の原点から考える SDGs」を、地域政策研究センターお

よび宮本文庫研究会の共催で開催した。（本年報の「Ⅴ（1）．宮本文庫研究会」を参照され

たい。） 
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国際経済研究会は、塩谷雅弘准教授が幹事役になり、【人経３】「経済システムの発展経路

と国際的経済関係に関する比較研究（代表者：野村眞理）」と【人融５】「グローバル経済下

における地域システムの再編成、社会的リスク、および地域再生に関する研究（代表者：佐

無田光）」の合同の研究会として設定されている。今年度は 2018 年 7 月 26 日と 11 月 2 日

の 2 回の研究会を開催した。このうち 2 回目の研究会では、東京大学の平野智裕講師を招

いてスティグリッツ教授との共著である wobbly economy についての議論を行った。（本年

報の「Ⅴ（2）．国際経済研究会」を参照されたい。） 
 
外部資金の受け入れ状況 
 2018 年度の科研費獲得実績のうち、センター教員が研究代表として採択されているもの

は、計 6 件、直接経費の合計 3,830 万円（2018 年度分 1,125 万円）である（表１）。地域政

策研究センターは、自治体、企業、諸団体、大学内外の諸機関と連携しながら、地域の課題

解決型の調査研究を行うところに特徴がある。今年度、センター教員が代表者となって地域

と連携した「その他の外部資金や共同研究等」の実績は計 12 件、1,808 万である。特に、

日本学術振興会学術システム研究センターによる学術研究動向調査等に関する研究委託の

予算で、1 名の事務補佐員を任期付きで雇用している。当受託研究は 2019 年度まで継続の

見込みである。また、学内資金の獲得として 2 件、951 万あり（表３）、これらを合計する

とおよそ 6,660 万円であり、前年度比－15.7％であった。外部資金はカウントを始めた時点

からこれまで 5 年連続で順調に増えていたが、比較的規模の大きい科研費が終了したこと

で、今年度は初めて件数、金額ともに縮減した。 
 大きな問題として、科研費の新規採択が 0 件であった。これは、これまで科研費獲得実績

の大きかった教員が退職や異動によっていなくなり、新しいスタッフに順次切り替わって

きたことの影響であるが、新規の採択という結果に結びつかなかった。昨年度の申請時点で

は、新しい共同研究グループの体制が動き出したばかりで、準備が十分に整っていなかった

点も反省点である。この結果には大いに危機感を抱き、地域政策研究センターでは、来年度

科研費申請に向けて今年度 9 月に科研費獲得戦略会議を設けた。研究種目や申請課題案の

検討、申請メンバーの補強、代表者として可能な限り 1 人 2 件の申請をすることなどを確

認して 10 月の申請につなげた。 
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表 1 2018 年度地域政策研究センター教員を代表者とする科研費獲得状況 

研究 
代表者名 

研究種目 
事業 
期間 

H30 年度 
直 接 経 費

（円） 

補助事業期間

直接経費（円）
課題名 

碇山洋 
基盤研究

（Ｂ） 
H29 ～

31 年度 
5,000,000 12,600,000

宮本憲一氏収集資料を活用した環

境政策形成史に関する研究 

金間大介 
基盤研究

（Ｃ） 
H28 ～

31 年度 
500,000 3,300,000

地方食料品製造業の高付加価値化

と収益化の定量・定性研究 

寒河江雅彦 
基盤研究

（Ｃ） 
H28 ～

31 年度 
1,050,000 3,500,000

ネットワーク統計学の開拓と災

害・防災ネットワーク分析への展開

武田公子 
基盤研究

（Ｂ） 
H28 ～

31 年度 
3,000,000 12,800,000

条件不利性を抱える人々に向けた

「中間的労働市場」創出の可能性に

関する国際比較 

眞鍋知子 
基盤研究

（Ｃ） 
H29 〜

32 年度 
700,000 3,300,000

アクセスポイントとしての行政職

員による行政システム信頼形成メ

カニズムの解明 

野村眞理 
（協力教員） 

基盤研究

（Ｃ） 
H27 〜

29 年度 
1,000,000 2,800,000

ミンスクのホロコースト－－ベラ

ルーシ現代史におけるその歴史的

位相 
合計     11,250,000 38,300,000   
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表 2 2018 年度地域政策研究センター教員を代表者とするその他の外部資金・共同研究等の獲得状況 
研究 
代表者名 

契約／連携先 事業期間 金額 課題名 

佐無田光 

日本学術振興会「課題

設定による先導的人

文学・社会科学研究推

進事業（実社会対応プ

ログラム（公募型研究

テーマ））」 

H27～ 30
年度 

11,230,000
データベース解析に基づくケア・シス

テムの地域特性の把握と福祉まちづく

りデザイン 

佐無田光 
北陸地区国立大学学

術研究連携支援 
H30 年度

40,000
（金大分）

北陸地域政策研究フォーラム 

佐無田光 羽咋市 H30 年度 190,500 
羽咋市のまち・ひと・しごと創生総合

戦略に関する研究 

佐無田光 小松市 H30 年度 0

国保データベースシステム及び小松市

予防先進部が保有する健康・介護情報

を活用した地域の健康づくりのための

調査研究 

菊地直樹 金沢市 H30 年度 0
金沢市の都市景観施策とグリーンイン

フラのあり方について 

菊地直樹 石川県立大学 H30 年度 0
都市型グリーンインフラの評価と導入

策に関する検討 

寒河江雅彦 
いしかわ・金沢風と緑

の楽都音楽祭実行委

員会 
H30 年度 571,500

「いしかわ・金沢 風と緑の楽都音楽祭

2018」の経済波及効果の算定に係る共

同研究 

寒河江雅彦 羽咋市 H30 年度 285,800
国保データベース・後期高齢者データ

ベースなどを活用した地域の健康まち

づくりのための調査研究 

眞鍋知子 金沢市 H30 年度 475,200
金沢市地域コミュニティ活性化推進計

画策定に関する研究委託 

丸谷耕太 金沢市 H30 年度 285,800
観光・地場産業関連団体の課題抽出と

圏域レベルにおける解決法の研究 

森山治 
一般財団法人 全国

勤労者福祉・共済振興

協会 

H30〜 31
年度 

1,000,000
超高齢社会を支える介護保障システム

の構築－日韓介護保険制度とにない手

の比較研究－ 

野村眞理 
（協力教員） 

日本学術振興会学術

システム研究センタ

ー学術動向調査委託 
H30 年度 4,000,000

人文学の分野に関する学術研究動向お

よび学術振興方策――西洋史学ならび

に人文学的地域研究における新たな潮

流と展開―― 

合計     18,078,800

表 3 その他学内資金等の獲得状況 
研究 
代表者名 

種別 事業期間 金額 課題名 

佐無田光 
金沢大学  法人主導

（トップダウン）型研

究課題 

H30～ 31
年度 

9,265,000
地域特性データ解析に基づく予防型政

策デザインの共創的研究 

菊地直樹 
金沢大学 海外研究者

招へい支援（超然プロ

ジェクト） 
H30 年度 248,000

都市景観をグリーンインフラから考え

る：金沢市における活用と協働を中心

に 
合計     9,513,000
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研究成果の交流と発信 
 研究成果の交流・発信・社会貢献の取組みとして、今年度地域政策研究センターの関わった

公開のシンポジウム、学外講座、研究報告会は以下の通りである。 
 ①国際シンポジウム「都市景観をグリーンインフラから考える－金沢市における活用と協働

－」（金沢市、国連大学サステイナビリティ高等研究所いしかわ・かなざわオペレーティング・

ユニット、エコロジカル・デモクラシー財団）と共催、2018 年 8 月 30〜31 日＠しいのき迎賓

館）。 
 ②北陸地域における農水知財セミナー「次世代につなぐ －やる気がでる経営への農水知財

サポートとは－」（2019 年 1 月 11 日＠金沢弁護士会館）。弁護士知財ネット（農水法務支援チ

ーム）主催、金沢弁護士会と地域政策研究センターが共催。 
 ③日本環境会議一般公開セミナー「公害の原点から考える SDGs」（2019 年 1 月 27 日＠金

沢歌劇座）。日本環境会議主催、地域政策研究センターと環境政策形成史研究プロジェクト（宮

本文庫研究会）が共催。 
 ④宮本文庫研究会（2019 年 1 月 27 日＠石川四高文化交流記念館）。 
 ⑤北陸グリーンインフラ研究会 2019 年研究会「グリーンインフラを支えるコミュニティ」

（2019 年 3 月 24 日＠北陸先端科学技術大学院大学金沢駅前オフィス）。 
 ⑥共創型研究支援プロジェクトキックオフシンポジウム（2018 年 9 月 26 日＠金沢大学本部

棟 6 階会議室）。 
 ⑦第 9 回北陸地域政策研究フォーラム（2019 年 3 月 9 日＠富山大学五福キャンパス）。今年

度は富山大学が主催校。地域公共政策学会、地域デザイン学会関西・北陸地域部会、北陸観光

交流ネットワーク共催。自由論題 6 分科会 18 報告、共通論題「地域間大型交通網の整備と地

域開発の将来像を巡って －北陸新幹線開通後の課題」4 報告。 
 ⑧「がんばる羽咋創生総合戦略」の推進に係る共同研究等の活動に関する報告会での報告

（2018 年 4 月 25 日＠羽咋市役所）。 
 ⑨小松市予防先進政策会議での報告（2018 年 8 月 8 日＠小松市役所）。 
 ⑩七尾商工会議所 6 次産業化プロジェクト特別委員会での報告「七尾における水産６次産業

化の検討と今後の展開 －“6 次産業化による地域内経済循環と新事業創出”の可能性」（2018
年 6 月 29 日＠七尾商工会議所）。 
 ⑪地域政策研究センター公開研究会を全 5 回開催。 
 ⑫ニューズレターCURES 第 113 号、114 号の発行。 
 ⑬地域政策研究センターの新版リーフレットに合わせてホームページを改定した。 
 
成果と課題 
 今年度はこれまでの成果をいくつか形にして、広く社会に発信することができた。地域福祉

グループからは、日本学術振興会「課題設定による先導的人文学・社会科学研究推進事業」の

成果を取りまとめて、『地域包括ケアとエリアマネジメント』（ミネルヴァ書房）を出版した。

地域資源グループでは、ここ数年の国際シンポジウムの流れを受けて、シンポジウムの成果を

まとめる形で『グリーンインフラによる都市景観の創造』（公人の友社）を上梓した。 
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 これらの成果は、地域政策研究センターが積み上げてきた大学内外・地域内外のネットワー

クや信頼関係の賜物である。学内では、先端科学イノベーション推進機構（現先端科学・社会

共創推進機構）や地域連携推進センターのサポートや医薬保健系、理工系の教員との共同研究、

学外では地元北陸の地方自治体や大学研究機関、北陸地域政策研究フォーラムを通じた地域研

究者のネットワーク、さらに国連大学サステイナビリティ高等研究所やエコロジカル・デモク

ラシー財団など専門機関との連携などが活動の基盤になっている。 
 この数年間で、科研費や日本学術振興会などの外部資金を得ながら共同研究プロジェクトを

継続的に遂行する体制は安定し、事務補佐員のおかげでセンター事務局の業務能力は改善した。

テーマごとにセンター内外の研究者を組織化して複数の研究会を同時に走らせ、その成果を共

有しながら、次の研究課題を発展させるサイクルができあがってきた。外部資金とセンター予

算を組み合わせて定期的に国際シンポジウムを開催し、この過程で新任の教員が企画運営に携

わり、研究ネットワークを構築し、経験を積むことにつながっている。他方で、メンバーの入

れ替わりを機に、比較的大きな外部資金を獲得できる経験豊富な教員が減ってしまったのは懸

念材料である。そこで、次世代の研究プロジェクトの中心を担っていくべきメンバーを中心に

して、研究課題や予算獲得の支援体制を強化することを今年度の課題として取り組んできた。 
 昨年度のセンター内における研究グループの再編に続いて、今年度には教員配置計画に基づ

く研究課題グループの再編が成されたことは、不完全とはいえ、大きな前進である。これまで

は、人事は学類主導で教育カリキュラムを重視して決定されるので、地域政策研究センターで

は、実際には人事決定後に個別に呼びかけて人の集まりを作り、それにあった研究課題をマネ

ジメントする形しかできず、人的マネジメントの側面ではかなりの限界があった。今後は、研

究課題グループごとに人事をてこ入れする方向性が今までよりも明確になり、学類教育の形成

とも連動した研究プロジェクトの発展につながるのではないかと期待される。特に今年度は、

地域資源グループに関して、北陸グリーンインフラ研究会や北陸観光研究ネットワークとの連

携などをベースに研究組織の強化を進めた。人間社会研究域では地域政策論や観光政策論の人

事も進行中であり、これらの人的資源とネットワークを活かして、来年度は地域と連携する研

究プロジェクトの予算獲得につなげていくことが目標となる。 
 地域再生の研究体制をより発展させていくための課題として、従来から以下の 3 点を掲げて

きた。第 1 に、「地域の課題に対応して研究を行う」姿勢ではなく、研究的視点から地域の現

場に課題を投げかけ、地域とともに新しい領域を切り開いていくような域学連携を進展させる

こと。第 2 に、確かなエビデンスに基づいて地域政策をブラッシュアップしていくための政策

デザインの開発。第 3 に、足元の地域に密着した視点と、国際的な比較視点との往復である。

これらの課題は引き続き継続していくが、来年度に向けて具体的には次のように発展させてい

きたい。 
 まず、当センターでは、より包括的な地域再生研究として、各国で深刻化している社会統合

の問題に焦点を当て、地域雇用・地域福祉・地域資源の諸問題に同時解決的にアプローチする

研究課題に取り組んできたが、国連の SDGs とも関わって、横串となるような現代社会の理念

的な大テーマを議論すべきであるとアドバイザーの方からも指摘されてきた。これに関して来

年度は、リスク・レジリエンス研究会が中心となって地域のレジリエンスに関する国際シンポ
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ジウムを企画している。また、宮本文庫研究会が取り組んでいる環境政策形成史に関わる研究

も、来年度は科研費最終年度の取りまとめの時期に入るが、「地域のサステイナビリティ」の原

点を明らかにするような議論が展開されよう。 
 次に、新しい社会システムを実験するような地域研究を志向していくが、北陸や金沢という

足元の地域特性を踏まえて、この地域から世界に発展モデルを発信していくような研究を打ち

出していきたい。すでに今年度の国際シンポジウムでは、金沢市が 1960 年代から先進的に取

り組んできた都市景観政策が、今日欧米で議論されている「グリーンインフラ」という考え方

とつながってくること、有形無形の地域資源を柔軟かつ多面的、一体的に保全・活用していく、

領域横断的な新しい地域政策がありうることを示してきた。今後は、こうした成果を発展させ

つつ、アクションリサーチやワークショップ、ファシリテーションのような手法も用いながら、

より実態的に、地域の社会活動、企業活動、政策現場と連動して課題解決を進めていけるよう

な地域のサステイナブルな発展モデルを提起できるかどうかが問われる。EBPM（Evidence-
Based Policy Making）に関しても、単なるデータ解析の話にとどまらず、エビデンスをどの

ように理解し、活用するか、地域と大学が連携しながら学習していくプロセスこそが社会実装

の鍵であり、縦割り組織の弊害を克服し、「融合科学」の発展モデルを構想することが課題とな

る。 
 最後に、地域政策研究センターは、地域のネットワークだけでなく、国際シンポジウムを通

じて国内外の研究者との交流やネットワークを積み重ねてきたが、もう一段進んだ国際化が次

の課題である。和歌山大学国際観光学研究センターでは、特別主幹教授というポストを使って、

海外の先端的研究者とユニットごとつながる工夫をしていた。こうした制度を参考にしながら、

国際的な研究の交流・発信力を高めていくための有効なアプローチを模索していきたい。 
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地域政策研究センター スタッフ一覧 

 
 

【客員研究員】 

氏 名 所  属 職 名 専門分野（備考） 

井口 克郎 神戸大学 准教授 社会保障 
小熊  仁 高崎経済大学 准教授 交通経済学 
神崎 淳子 金沢星稜大学 講 師 人的資源論 
西村  茂 金沢大学 名誉教授 行政学 

横山 壽一 佛教大学 教  授 社会保障論 
 
【協力教員】 

氏 名 所  属 職 名 専門分野（備考） 

野村 眞理 経済学経営学系（経済学類） 教 授 社会思想史 

尹  一喜 国際基幹教育院 GS 教育系 助  教 社会福祉学 

 
【事務局】 

氏 名 所  属 職 名 職 務 

放生 幸子 地域政策研究センター 事務補佐員 業務調整 

氏 名 所  属 職 名 専門分野（備考） 

佐無田 光 経済学経営学系（経済学類） 教 授 地域経済論（センター長） 

碇山  洋 経済学経営学系（経済学類） 教 授 財政学 

市原 あかね 経済学経営学系（地域創造学類） 教 授 環境経済論 

塩谷 雅弘 経済学経営学系（経済学類） 准教授 アジア経済論 

大友 信秀 法学系（法学類） 教 授 知的財産法 

小澤 裕香 経済学経営学系（地域創造学類） 准教授 社会政策論 

金間 大介 経済学経営学系（経済学類 准教授 経営学 

菊地 直樹 地域政策研究センター 准教授 
地域マネジメント論、環境

社会学（専任） 
寒河江 雅彦 経済学経営学系（経済学類） 教 授 統計学・情報科学 

武田 公子 経済学経営学系（経済学類） 教 授 地方財政論 

眞鍋 知子 人間科学系（地域創造学類） 教 授 地域社会学 

丸谷 耕太 人間科学系（地域創造学類） 助 教 コミュニティデザイン 

村上 慎司 経済学経営学系（地域創造学類） 講 師 社会保障論、経済哲学 

森山  治 経済学経営学系（地域創造学類） 教 授 社会福祉論 
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2018 年度 地域政策研究センター活動日誌 
 
2018 年 
 4 月 5 日 第 1 回センター運営委員会 
  4 月 16 日 第 22 回地域包括ケアとエリアマネジメント研究会 
  （6/13、6/15、6/25、7/27、8/27、9/11、10/5、12/26、1/21、2/26、3/19 の計 12 回開催） 
 4 月 25 日 「羽咋市がんばる羽咋創生懇話会」平成 29 年度活動報告会 
  4 月 26 日 第 2 回センター運営委員会 
 4 月 26 日 国際シンポジウム打合せ（金沢市、国連大学、石川県立大学など） 
 5 月 12 日 第 1 回公開研究会（中間的労働市場研究会） 
 5 月 14 日 センター中間評価（7 年目） 
 5 月 24 日 第 3 回センター運営委員会 
 5 月 31 日 第 1 回センター会議 
  6 月 7 日 リスク・レジリエンス研究会（9/28、1/10、1/11、3/26 の計 4 回開催） 
 6 月 12 日 国際シンポジウム打合せ（金沢市、国連大学、石川県立大学など） 
 6 月 14 日 第 4 回センター運営委員会 
 6 月 23 日 第 2 回公開研究会（中間的労働市場研究会） 
 6 月 26 日 国際シンポジウム打合せ（金沢市、国連大学、石川県立大学など） 
 6 月 29 日 第 23 回センター運営会議（書面附議） 

 6 月 29 日 七尾商工会議所報告会 
 7 月 4 日 国際シンポジウム打合せ（金沢市、国連大学、石川県立大学など） 
 7 月 6 日 第 5 回センター運営委員会 
 7 月 16 日 北陸地域政策研究フォーラム運営委員会 
 7 月 26 日 第 6 回センター運営委員会 
 7 月 26 日 国際シンポジウム打合せ（金沢市、国連大学、石川県立大学など） 
 7 月 31 日 ケアエリア研と NEC との合同検討会 
 8 月 8 日 小松市予防先進政策会議報告会 
 8 月 9 日 ケアエリア研と NEC との合同検討会 
 8 月 12 日 宮本文庫研究会に関する打ち合わせ 
 8 月 17 日 国際シンポジウム打合せ 
  8 月 25 日 ～ 29 日 中間的労働市場研究会 韓国調査 
 8 月 30 日 国際シンポジウム金沢エクスカーション 
 8 月 31 日 国際シンポジウム「都市景観をグリーンインフラから考える」 
 9 月 1 日 金沢市景観条例制定 50 周年記念 景観シンポジウム    
 9 月 10 日 第 7 回センター運営委員会 
 9 月 13 日 第 2 回センター会議（科研費獲得戦略会議） 
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 9 月 26 日 共創型研究支援プロジェクトキックオフシンポジウム   
 9 月 27 日 国際シンポジウム総括会（金沢市、国連大学、石川県立大学など） 
 10 月 3 日 第 8 回センター運営委員会 
 10 月 17 日  北陸グリーンインフラ研究会に向けての打ち合わせ 
  （11/1、12/18 の計 3 回） 
 10 月 29 日 ニューズレターCURES113 号の発行 
 11 月 16 日 第 9 回センター運営委員会 
 11 月 26 日  観光学プロジェクトに向けた相談 in 金沢ニューグランドホテル 
 11 月 27 日 第 3 回公開研究会（報告者：金間大介） 
 12 月 3 日 法人主導（トップダウン）型研究課題ヒアリング 
 12 月 13 日 第 10 回センター運営委員会 
 12 月 17 日  ケアエリア研 協会けんぽの活動勉強会 
 12 月 27 日  和歌山大学国際観光学研究センター訪問 
 
2019 年 
 1 月 11 日 北陸地域における農水知財セミナー（共催イベント） 
 1 月 13 日 第 4 回公開研究会（中間的労働市場研究会） 
 1 月 16 日 第 11 回センター運営委員会 
 1 月 21 日 2019 年度の国際シンポジウム打ち合わせ 
 1 月 24 日 観光人材育成プロジェクトに関する打ち合わせ 
 1 月 26 日 日本環境会議一般公開セミナー（共催イベント） 
 1 月 27 日 第 5 回公開研究会（第 3 回宮本文庫研究会） 
 2 月 8 日 観光人材育成プロジェクトに関する打ち合わせ 
 2 月 13 日 第 12 回センター運営委員会 
 2 月 18 日 中小企業庁ヒアリング 
 2 月 27 日 学都金沢 SDGs セミナー（グリーンインフラ研究会） 
 3 月 4 日 観光人材育成プロジェクトに関する打ち合わせ 
 3 月 9 日 第 9 回北陸地域政策研究フォーラム 
 3 月 11 日 ニューズレターCURES114 号の発行 
 3 月 13 日 観光人材育成プロジェクトに関する打ち合わせ 
  3 月 13 日 ～ 16 日 介護労働研究会 韓国調査 
 3 月 18 日 金沢 SDGs 鞍月用水に関するヒアリング（グリーンインフラ研究会） 
 3 月 24 日 北陸グリーンインフラ研究会 2019 年研究会（グリーンインフラ研究会） 
  3 月 25 日 ケアエリア研羽咋市アンケート打ち合わせ 
 3 月 26 日 第 6 回公開研究会（地域資源グループ） 
 3 月 29 日 地域政策研究年報 2018 の発行 
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